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1. 平成31年3月期第2四半期の連結業績（平成30年4月1日～平成30年9月30日）

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する四

半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

31年3月期第2四半期 528 52.5 △116 ― △113 ― △100 ―

30年3月期第2四半期 346 △77.4 △147 ― △151 ― △86 ―

（注）包括利益 31年3月期第2四半期　　△131百万円 （―％） 30年3月期第2四半期　　△177百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

31年3月期第2四半期 △36.51 ―

30年3月期第2四半期 △32.00 ―

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

31年3月期第2四半期 1,827 130 △2.5

30年3月期 2,159 261 3.6

（参考）自己資本 31年3月期第2四半期 △45百万円 30年3月期 78百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

30年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00

31年3月期 ― 0.00

31年3月期（予想） ― 0.00 0.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

3. 平成31年 3月期の連結業績予想（平成30年 4月 1日～平成31年 3月31日）

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 2,205 23.3 0 ― 0 ― 0 ― 0.00

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 31年3月期2Q 2,752,173 株 30年3月期 2,752,173 株

② 期末自己株式数 31年3月期2Q 39 株 30年3月期 39 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 31年3月期2Q 2,752,134 株 30年3月期2Q 2,702,172 株

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に掲載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の

業績はさまざまな要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、決算短

信（添付資料）「連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報 
（１）経営成績に関する説明 

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善に伴い、雇用・所得が改善傾

向にあり、継続的に緩やかな回復基調が継続しております。しかしながら、海外経済において米国

の通商政策による原油価格の上昇等の諸問題により先行き不透明感は継続しております。また、国

内外で相次ぐ自然災害による経済への影響も看過することが出来ない状況であります。このような

状況の中、当社グループは引き続き省エネルギー事業及び再生可能エネルギー事業を主たる事業と

して積極的に事業を推進して参りました。 

以上の結果、当第２四半期連結累計期間における売上高は 528 百万円(前年同期比 181 百万円増、

52.5％増)、営業損失 116 百万円(前年同期 営業損失 147 百万円)、経常損失 113 百万円(前年同期 経

常損失 151 百万円)、親会社株主に帰属する四半期純損失 100 百万円(前年同期 親会社株主に帰属す

る四半期純損失 86百万円)となりました。 

  

セグメントの業績については、次のとおりであります。 

(省エネルギー関連事業) 

省エネルギー関連事業におきましては、売上高 286 百万円(前年同期比 65 百万円増、29.6％増)、

セグメント損失は 161百万円(前年同期 セグメント損失 63百万円)となりました。 

(再生可能エネルギー事業) 

再生可能エネルギー事業におきましては、売上高 242 百万円(前年同期比 116 百万円増、92.7％

増)、セグメント損失は４百万円(前年同期 セグメント損失 77百万円)となりました。 

  
（２）財政状態に関する説明 

①資産、負債及び純資産の状況 

当第２四半期連結会計期間末の総資産は前連結会計年度末より 331 百万円減少し、1,827 百万円

となりました。これは主に売上債権回収による受取手形及び売掛金の減少 116 百万円、現金及び預

金の減少 71 百万円、未成事業支出金の減少 59 百万円及び投資有価証券の売却による減少 39 百万

円等によるものであります。 

当第２四半期連結会計期間末の負債は前連結会計年度末より 200 百万円減少し、1,697 百万円と

なりました。これは主に買掛金の減少 143 百万円、未払金の減少 137 百万円、前受金の減少 90 百

万円及び短期借入金の増加 186百万円等によるものであります。 

当第２四半期連結会計期間末の純資産は前連結会計年度末より 131 百万円減少し、130 百万円と

なりました。これは主に親会社株主に帰属する四半期純損失 100 百万円の計上及び投資有価証券の

売却に伴うその他有価証券評価差額金の減少 23百万円等によるものであります。 

 

②キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)の残高は前連

結会計年度末より 71百万円減少し、208百万円となりました。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果減少した資金は、259 百万円(前年同期は 202 百万円の減少)となりました。これ

は主に前受金の減少(90 百万円)、税金等調整前四半期純損失(86 百万円)、仕入債務の減少(163 百

万円)等によるものであります。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果増加した資金は、31 百万円(前年同期は 52 百万円の増加)となりました。これは

主に投資有価証券の売却による収入(51百万円)等によるものであります。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動の結果増加した資金は、156 百万円(前年同期は 21 百万円の減少)となりました。これ

は短期借入れによる収入(300 百万円)及び短期借入金の返済による支出(118 百万円)によるもので

あります。 
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（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

当第２四半期連結累計期間においては、一部の工事案件の期ずれにより営業損失計上の結果とな

りましたが、これは案件の期ずれにより生じているものであるため、経営戦略の現状と見通しに関

しましても、現状のところ重要な変更はありません。 
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（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

当社グループは、前連結会計年度において重要な営業損失 284,827 千円及び経常損失 292,495 千円及び親会

社株主に帰属する当期純損失 582,181千円を計上しております。 

当第２四半期連結累計期間の業績においても、営業損失 116,103 千円、経常損失 113,844 千円及び親会社株

主に帰属する四半期純損失 100,477 千円を計上し、また、営業キャッシュ・フローについて△259,784 千円と

マイナスとなっており、当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在

しております。 

当社グループは、上記の継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況を解消するために、以下の対

応策を講じ、当該状況の解消又は改善に努めてまいります。 

 

①営業利益及びキャッシュ・フローの確保 

当連結会計年度に引き続き、各案件の精査を行い、継続的に原価の低減を図り、利益率の向上を進めてまい

ります。また、安定的な売上・利益を確保する体制の構築を進めてまいります。 

  

②案件精査、利益率確保のための体制 

案件の精査、見積の正確性を高めるため、営業担当、技術部門、工事管理部門参加のプロジェクト会議を立

ち上げております。本プロジェクト会議は、月に１回の定例会議と大型案件が発生した場合の臨時会議を行

い、案件ごとの想定原価審査、工程の確認等により利益率確保に努めてまいります。 

  

③諸経費の削減 

随時、販管費の見直しを実施し、販管費の削減を推進し、利益確保に努めてまいります。 

  

④資金調達 

財務体質改善のために、将来的な増資の可能性も考慮しつつ、借入金を含めた資金調達の協議を進めており

ます。 

  

しかしながら、これらの対応策を講じても、業績及び資金面での改善を図る上で重要な要素となる売上高及

び営業利益の確保は外部要因に大きく依存することになるため、現時点では継続企業の前提に関する重要な不

確実性が認められます。 

なお、当社グループの四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する

重要な不確実性の影響を四半期連結財務諸表に反映しておりません。 

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） 

該当事項はありません。 

 

（当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動） 
該当事項はありません。 

 

（四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用） 
該当事項はありません。 
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(セグメント情報) 

Ⅰ  前第２四半期連結累計期間(自  平成 29年４月１日  至  平成 29年９月 30日) 

  

①報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
(単位：千円) 

(単位：千円)  

報告セグメント 

調整額 

(注)１ 

四半期連結 

損益計算書 

計上額 

(注)２ 

省エネルギー 

関連事業 

再生可能 

エネルギー 

事業 

計 

売上高           

  外部顧客への売上高 220,799  125,814  346,613  ― 346,613  

  セグメント間の 

  内部売上高又は振替高 
― ― ― ― ― 

計 220,799  125,814  346,613  ― 346,613  

  セグメント損失(△) △63,044  △77,126  △140,170  △6,959  △147,129  
  

(注) １．セグメント損失(△)の調整額は、セグメント間取引消去によるものであります。 

２．セグメント損失(△)は四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。 

 

Ⅱ  当第２四半期連結累計期間(自  平成 30年４月１日  至  平成 30年９月 30日) 

  

①報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
      (単位：千円) 

  

報告セグメント 

調整額 

(注)１ 

四半期連結 

損益計算書 

計上額 

(注)２ 

省エネルギー 

関連事業 

再生可能 

エネルギー 

事業 

計 

売上高           

  外部顧客への売上高 286,085  242,410  528,496  ― 528,496  

  セグメント間の 

  内部売上高又は振替高 
― ― ― ― ― 

計 286,085  242,410  528,496  ― 528,496  

  セグメント損失(△) △161,152  △4,249  △165,401  49,297  △116,103  
  

(注) １．セグメント損失(△)の調整額は、セグメント間取引消去によるものであります。 

２．セグメント損失(△)は四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。 

 

(重要な後発事象) 

当社は、平成 30年 11月 12日開催の取締役会におきまして、平成 30年６月 13日に公表いたしました資金の

借入について、弁済期限を再度延期することを決議いたしました。当該借入金の弁済期限の再延長の概要は下

記のとおりです。 

  

１．資金借入及び期限再延長の理由 

当社は、太陽光発電設備関連事業及び自家消費型 EMS の研究開発費等の事業資金並びにその他運転資金と

して、資金の借入を行いましたが、予定よりも早期に事業資金の支払い、人員拡充が必要となったことから、
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平成 30年９月７日に公表の通り、平成 30年 11月 12日まで弁済期日を伸ばしておりました。しかしながら

その後も、事業資金の支払い需要が大きくなると同時に、内部管理体制強化の為のコストが追加で生じるな

どとして、一層、資金が必要となり、借入を継続する必要があることから、弁済期日を以下の通り、再延長

することで、借入先と合意し、決議いたしました。 

  

２．借入先の概要 

(1) 借入先     ：ロバート・ルーク・コリック 

(シンガポールの飲食店 THE PROVIDORE 経営) 

(2) 借入金額    ：金 300 百万円 

(3) 返済方法    ：期日一括返済 

(4) 利率      ：5％ (年率) 

(5) 当初契約日   ：平成 30年６月 13日 

(6) 期限延長契約日 ：平成 30年 11月 12日 

(7) 借入実行日   ：平成 30年６月 13日 

(8) 返済期日    ：平成 31年１月 31日 (延期前期日：平成 30年 11月 12日) 

(9) その他     ：担保提供等はございません 

 

３．その他 

（継続企業の前提に関する重要事象等） 

当社グループは、前連結会計年度において重要な営業損失 284,827 千円及び経常損失 292,495 千円及び親会

社株主に帰属する当期純損失 582,181千円を計上しております。 

当第２四半期連結累計期間の業績においても、営業損失 116,103 千円、経常損失 113,844 千円及び親会社株

主に帰属する四半期純損失 100,477 千円を計上し、また、営業キャッシュ・フローについて△259,784 千円と

マイナスとなっており、当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在

しております。 

当社グループは、上記の継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況を解消するために、以下の対

応策を講じ、当該状況の解消又は改善に努めてまいります。 

 

①営業利益及びキャッシュ・フローの確保 

当連結会計年度に引き続き、各案件の精査を行い、継続的に原価の低減を図り、利益率の向上を進めてまい

ります。また、安定的な売上・利益を確保する体制の構築を進めてまいります。 

  

②案件精査、利益率確保のための体制 

案件の精査、見積の正確性を高めるため、営業担当、技術部門、工事管理部門参加のプロジェクト会議を立

ち上げております。本プロジェクト会議は、月に１回の定例会議と大型案件が発生した場合の臨時会議を行

い、案件ごとの想定原価審査、工程の確認等により利益率確保に努めてまいります。 

  

③諸経費の削減 

随時、販管費の見直しを実施し、販管費の削減を推進し、利益確保に努めてまいります。 

  

④資金調達 

財務体質改善のために、将来的な増資の可能性も考慮しつつ、借入金を含めた資金調達の協議を進めており

ます。 
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しかしながら、これらの対応策を講じても、業績及び資金面での改善を図る上で重要な要素となる売上高及

び営業利益の確保は外部要因に大きく依存することになるため、現時点では継続企業の前提に関する重要な不

確実性が認められます。 

なお、当社グループの四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する

重要な不確実性の影響を四半期連結財務諸表に反映しておりません。 
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